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地域開発と公企業の必然性

遠　藤　三　郎

ま　え　が　き

　地域開発（Regional　Resoulce　Development）といわれているものを正確に規定

　　　　　　　　　　　　のすることは難しい問題である。本稿は，このような困難な問題の解明を日的

とするものでないことを最初に明らかにしておかなければならない。本稿に

おいては，最近の資本制国家が産業政策あるいは地域政策として実施してい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
る公共投資を，国家あるいは政府の地域開発政策の損杵として把え，この上

に立って，公共投資の性格・公共投資の公企業投資への展開について基礎的

理論を検討しようとするものである。
1：il

　したがって，先進資本主義国の対外投資，ことに，低開発国問題は，本稿

の対象とする国内開発投資と密接な関連をもつものであるが，考察の外にお

くこととし，さらに，一国内における地域開発の問題とも密接に関連する都

市問題等，いわゆる地域開発の具体的諸問題についても必要最小限にとどめ

　　　　　ゆ
ることとする。次に，公企業と公益企業的問題についてあらかじめ本稿の観

点を示しておきたい。

　公益事業あるいは公益企業t　Publ　ic　Utilities・r　P・iblic　Utility　lndustry）：よ，資

本の巨大化あるいは独占資本主義の成立とともに，特にアメリカにおいて，

独占の弊害の除去が問題となり，自然的独占および恒常的に必需サービスを
「『・｝

提供する企業あるいは産業に関する特殊な規制（統制）政策が確立された。

　これに対して，公企業ぱ，19世紀中柴≡のイギリス・フランスにおける「国



76　　地域開発と公企業の必然性

　　　　　　　　　　　ゆハ
立工場」（ateliers　nationaux）やドイツを中心とする後発資本主義国の創世紀に

おける国有企業を別とすれば，第一次世界戦争後のドイッ社会改良主義者に

よる産業の社会化（S・zialisierung），および，1945年以降のイギリスにおける

国有化企業（Nationalizcd　lndustry）を典型とし，独占資本主義，就中，国家独

占資本主義の特徴の一つとしての，国家の経済に対する干渉の手段としての

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くカ
生産手段の公有あるいは国有および「公的経営」の問題である。

　以上のような限定によって，現代国家の経済的力能の中心をなすと考えら

れる財政政策の一つとしての公共事業が文字通り公共投資すなわち収益を生

む公共事業の拡大となり，国家自体が収益を一つの目的とした企業を所有
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エロバ
し，投資・経営をおこなうことの必然性が解明されうると考えられる。

　いいかえれば，本稿のねらいは，公共投資を軸として，資本制生産の発展

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
法則のなかで公企業の必然性を把えようとする試みである。

　従来，このような方向での研究においては，資本制生産の発展法則を「生

産の社会化」を中心に把握し，個別的資本→社会的資本（株式会社，公有

会社）というように，　「社会的」に二重の意味を含め，社会的＝共同体的と

社会的＝国家的との区別を不明確にする論が多いように思われる。そこで上

述の本稿の課題は，個人企業，株式企業，公有企業について，「社会的資本」

（Gesel　lshaftlicher　Kapital）および「社会化」（Gesgellsc　haftung）と「社会的間接資

本＝公有「資本」とを明確に区別することによって，その相互の関連を解明

することになると考えられる。

注（1）島恭彦論文「地域開発の現代的意義」（雑誌『思想』1963年第9号）は地域開

　　発の概念に関して，次のようにのべている。「高度の政治的戦略的（投資戦略的〉

　　意義を持たされているために，きわめて融通性をもつ，あいまいな概念になって

　　いる」。なおこの問題については拙稿「地方財政と地域開発」（雑誌『国土産業開

　　発』1964年12号ページ27）参照。

　（2）吉岡健次著『地域開発と地方財政』ページ13～21。

　　（3）P．Baran“Political　Economy　of　Growth’t　1957　New　York．　esp．　ch．6～7．

　（4）拙稿「都市の財政・経済理論の検討」（日本都市学会編『都市学成立の理論と
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　課題」第十章）参照，

5）一〔i）P．Studenski▲‘Financi：，1　Histor＞’of　the　United　Stat：’s．”2nd　ed．New　York

　　　　P．　299～300

　－－Cii！竹中竜雄著．公企業研究の世界に於ける動向』ヘージ」9～50、

　一澗　北久一箸：°公益企業論一‘ヘージS参照，

16）’L；ttvli．’rs　natiOPaux”は生産的拘；i｝∫労働者の低廉供糸1〒のたy）の機関，　K．　Marx．

　”Das　Knpital”B三lnd　1．　Kap，13．参照。

17　1，木原｜ll雄論文［経済発りそと計画化　（雑誌「経済論叢』第87巻第3号ll又録〕「資

　本主義国家の管理一ドに．おかれる川｛f化は，生産手段の私的所有にもとつく資本主

　義的生産の日的（制余f川値生産）㌃直接実現されるか，あるいは国家のもつ経済

　的機能をつうじ迂川して実現されるかの相異：こすぎない」）（前掲誌へ一ジ7）

　一（ii）G．　D．　H＝一ル著『！i・会主義経済学』（邦訳，岩波占店版ヘージ50～51　）

　　　「国家がある公的に責任ある機関を通じて一あるいはむしろ，そのような

　　　多くの諸機関を通じて一一生産装置の大部分を所有し，管理するのてないか

　　　ぎり，事実上作用しないてあろうと私は論ずるのである。だが，このことは

　　　あらゆるものを川有化することが必要であるという意味ではない一そうい

　　　う息味では断じてない。それは他の部而ではなくて，産業の「公的企業部

　　　面」が残りの調子を決直’）るほど充分大きくならねばならぬ。そして私的産業

　　　が公的企業の枠内て機能するのを許すということを意味する1

　－iii｝都留重人『現代1丁本主義の再検討』1どのような移行論も，生産手段の公

　　　fi化をはかり，かくしてサープラスに社会的フアンドの形態を与えることを

　　　口ざすという点ては基｛＼的に変りはない　（同、｝1ヘージ291）

・8）竹中竜雄．箸i公企業研’《〔の世界的動向』ヘージ43．‘企業形態に関する従来の

　IIJF’fit’i．t，企業形態は経済禰iい．しくは経済機構の構造的変化に伴い，白ら変化せ

　ざるを得ないことを充分に意識せず，専ら資本主義経済における企業形態を研究

　したのアあった。］，ちうん，1恒虹的考察が，無視されていたわけではないが，そ

　れは，……企業］．しくは個別資本そil　Ylgの歴史研究に過ぎなカ・ったっしかるに

　企業もしくは個別穴本それ自休の発達i　，V，，一一一部の者が誤認して1．・るように．それ

　だけでは，経済組織の構造的変化を導き難いのである。

rg）寺尾晃洋害『独“t’採》び；1｝1批’i三U」ヘージ33～37参照。

110）川本政一・箸r国行fヒ企『こ任営嚇llヘージ149～160参照．

1　地域開発と公共投資

地域開発は経済の客観的過程の槙村としては主として私的・個別的資本，
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就中、株式会社資本lgeselt．sc∫iaftlic／ler　Kα〆刎od．　Geseltschaftsfeapitat）の空［1二1，

的発展てあり、これに関連して国家（広い意味てあ1），地方公共団体も含む）の

社会的間接資本および公共企業資本（その中心は鉄道，通㍑電力等の生産∫迎で

ある）の発展過程である。したがって，国家は，私的資本が、未開発地域に

進出し、あるいは，都市（先進・L業地域）に集中するにしたがって，後進地域

開発Uご開発地域［｝醗）あるいは都市再開発とその公共投資の1亘点配分の目標

を定めることとなる。

　そこで，われわれは，地域聞発における公共投資の意義、役割について立

入った考察を加えるまえに，そもそも近代国家の政策　　公共投資はその有

力な一である一一は，近代民主制国家においては，国民を代表し，国民大衆

の利害を代表する国蜘こよる公共的口的に奉仕するという建前をとっている

が，このことのうちに，国家は，生産においてとり結ぶ人間の閃係という社

会的，経済的構造から「独、ンニー」した存在であり，このような意味における社

会関係とは別個のものであるということを確認したい。

　次に，したがって，このような国家のおこなう政策は，その⊥台である社

会的経済1櫛告の利’、］子対∪を反映するものであり，基本的にその存、‘11を規定さ

れるものである。それ故，財政政策も，経済法則にのっとるのでなければ作

　　　　の
川しえない。

　ここに、政策の主体としての「国家！1二よる「総括1の経済的意．1ミと限界

J’ J一　プrj　’　tD　ta）○

　そこで，以トのような共汕の認識を基礎に、一国経済のどのような発Jttt’法

則がhのような公共”li：業ないし公共投資を必然とするかが，本節の問題とな

る。

　これまで，わが国の地域間発に関する論調は，このような川題設定に対し

て，資本制生産の不μ」等発展の法則　〉「地域経済の不」勾等発展の法則」　〉

　「産業基盤偏重の公共投資」という論理をもってこたえているように考えら
、ノ2｝

Oo
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　それ故，われわれは，以一ドこのような論理の中心をなす「地域経済の不均

等充展の法則」について若干の検討を加えることとしたい。

　まず，最初に「地域経済の不均等発展の法則」をうちだした島教授は「資

本制生産の内包的発展，就中，帝国主義時代における外延的発展の法則がエ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロト業および金融の地域的集巾，地域的不均等を生みだす1と述べている。また

吉岡健次教授は，資本制蓄積における農・工の不均等発展という，いわば資

本制生産の条件を理論的根拠として，経済力の地域的集中よりも，資本の支

配部面の地域的集中，財政金融の地域的集中によって促進される，すなわち

資本制的企業の「合理性」にもとつく資本蓄積は必然的に地域的不均等発展

としてお二なわれ，「これ以上の発展のためには国家によるいっそうの『て

　　　　　　ぱ　
こ入れ』が必要」となるという「国家独占資本主義深化のもっとも鮮明な具

現．1として，公共投資が増大するというものである。

　このような，「地域的発展の不均等法則」については，その理解の仕方，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　にト
法則貫徹の形態等について若干の意見の相異が存在するのであるが，上述の

ような資本制生産の発展法則を基礎に，国家が「独占資本の補完」として公

共投資を増大させ，これがまた1不均等」を助長するという認識ではほぼ一

致しているものと考えられる。

註山　」述の近代国家における政’V1．の意義と限界に1莫1する基本的認識は，こO）限りに

　　おいて∴殆んど川題なく，衆日の一．・致するところである。　しかし，一・度具体的

　　問題、二なると，本稿の直接対象てある，公共事業あるいは公共投資は，共同体

　　　（9（’m（Tins4’haft）自勺社会経済構造を前］1亡とする社会共同的事業日rffJに奉仕し，文字

　　通e／／　s公共的てあるとする見解が・乞配的てある　例えば流行の現代福祉国⑳ご論は，

　　すべて基本的にはここに川題がある。このような意識的な弁護論バ別にしても，

　　後述する71体憲一氏の場合；こおいても，現代国家およびその公共投資の本質は

　　　フルシコア国家は資↑くの生産の一一・般的共同社会〔1勺条件たる一般的労働壬段を建

　　設管理することによってブルショア社会全体を総括することになった1（同氏著

　　　二社会資本諭」ヘージ26）というように一応土台と上部構造との関連をIEしく把

　　えているか，立入って考察すると結論を先取して云えば，国有資本の基幹的なも

　　のに共同社会的条ftliたる一般的労働手段）は社会的資本の共同社会的資本であ
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　り「資本の共同社会的条件」という観点が明確でない。これは生産における社会的

　関係と上部構造における「社会的」とを直接同一視している結果と考えられる。

（2）上述の社会的経済構造と国家との基本的関係の説明によって明らかなように本

　稿においてはイデオロギーや政治的主張としての地域開発論は論外であってここ

　で念頭にあるものは島恭彦論文「地域開発の現代的意義」同「所得倍増計画と公

　共投資」吉岡健次著『地域開発と地方財政』同『現代地方財政論』等の社会科学

　の方法論に拠るもののみである。

（3）島恭彦論文「地域開発の現代的意義」（雑誌『思想』1963第9号ページ4）

（4）吉岡健次著『地域開発と地方財政』ページ4～「経済の地域的不均等発展は，

　産業諸部門間の不均等発展，とくに工業と農業との不均等発展によって規定され

　るからである」「要するに，経済力の地域的不均等発展は資本主義発展の不均等

　性の地域的表現にすぎないのである」と指摘し，「国家独占資本主義下における

　経済の地域的不均等発展は，たんなる経済現象としてのみ進行しているのではな

　い。それは同時に，財政，金融の体系とその運動を内部にとりいれている。つま

　り経済の地域的不均等発展は，財政，金融の地域的集中によっていよいよ促進さ

　れているのである」（同書ページ8）と。あるいは同著『現代日本地方財政論』

　ページ190～。吉岡健次同前書ページ194，島恭彦，宮本憲一論文「財政投融資の

　機構」（『金融財政構座』有斐閣3収録）参照。

（5）斉藤博論文「地域開発と地方財政」（雑誌『政経論叢』第12巻第3号）

　　「国民経済の地域的不均等発展とは，法則的にみるならば，資本とくに独占資

　本の立場からみて，最高の投資効率を実現せんがために，資本が集中・集積する

　地域の発展が不均等であるということを意味する」（同前ページ3）。このような

　見解は柴田徳衛教授（宮本憲一助教授）の後進地域への資本の進出は，地域発展

　の法則を阻止するものという見解に対して法則と法則貫徹の結果との間には論理

　的に多くの媒介が必要であり，法則と結果との識別が不十分であるという立場か

　らの提言である。

　　筆者はこのような問題の他にもっと基本的な問題として，不均等発展において

　何が不均等であるかという法則そのものの内容について，これを「経済力」「経

　済」だとする見解について疑問を提出したい。

　　周知のように，いわゆる「不均等発展の法則」はK・マルクスの「資本制蓄積

　の一般法則」，H・レーニンの『ロシヤにおける資本主義の発展』あるいは『帝

　国主義論』において「資本主義のもとでは不可避」なもの，「根本的な不可避的

　な条件であり前提」として説明されているのであるが，その内容ということにな

　ると必ずしも明確であるとはいえない。

　　すなわち「最近の資本主義の発展法則」　（レーニン全集第四巻，邦訳大月版）
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においては「農業人口の減少による工業人口増加の法則として，「商品給斉の

発展は（OiPS・住民のますます大きな部分が農業から分離していくことを，すな

わち農業人口を犠牲として工業人目が増加することを意味する1とこ資本論」第

三部から引用，説明している。

　また『農業における資本主義の発展の新資料』（同第22巻）に内、・ては，まず

第一にi資本主義の基本的で主要な傾向は，工業でも農業でも大規摸生産か小規

摸生産を駆逐する．1ということであり，「農業は発展か工業にたちおくれてL・る

一
これはすべての資本主義国に固有の現象であって，しかも，この現象、土国民

経済部門間の均衡（Proportionalitat）を破壊し，恐慌や物価騰貴の＃、っとも奥深

い原因の一つをなすものである」（同ベージ　101～102）と，農業と工業との対

立，農業の立遅れ停滞を，農業における可変資本の絶対的減少および土地保有ノ）

独占によって説明する。

　このような農業と工業との不均等な発展については，さら；こ『帝国主義論二に

おいては「資木主義一般にとって特徴的な，農業と工業との発展の不均衡は，ま

すます大きくなっている」（邦訳全集版第22巻へ一ジ239）と指摘し，「個々の企

業，個々の産業部門，個々の国の発展における不均等性と飛躍性は資本主義の4，

とでは不可避である」「もし資本主義が，現在いたるところで工業よ；｝おそろし

くおくれている農業を発展させることができるならまだしも資本主義かめざまし

い技術進歩にもかかわらず，いたるところでなかば飢えた乞食のようた状態に／：

りのこされている住民大衆の生活水準をひきあげることができるなら……だが，

そのときには資本主義は資本主義でなくなるであろう、なぜなら，発展の不均等

性も，大衆のなかば飢餓的な生活水準も，ともにこの生産様式の根本的な不n∫避

的な条件であり，前提であるからである、と述べて資本輸出の必然性を特徴づ

けている。このようなレーニンの考え方は一’貫しており［経済的および政治的発

展不均等性は資本主義の無条件的法則である　（「ヨーロッパ合衆国のスP一カン

について1全集第21ベージ351～52）というように資本制生産諸関係の国内的国

際的発展の条件＝法則である。それは，「経済．1「経済力1といった不卿16な内容

てはない。

　［地域的発展不均等の法則1は上述の諸論者においては，た三単に．《嵌不均

等の法則1を地域的に布行したというのみでなく，法則そのものが財政・金融を

「取り込んている」という点に特徴があると考えられるが，金融よ別として財政

は国家の経済的裏づけをなすものであって直接的に農・工の不均等tいうような

事象と財政の1体系と運動」とを同一法則として把えることには問題がある。こ

の点についは拙稿「財政と経済法則1（岐阜経済大学論叢第1巻窮1号参照）t財
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　　政の資本制生産発展に及ぼす影響は，頂度農・工の不均等発展に及ぼす農・工政

　　策の影響の関係と考える方が妥当であろう。

　註㈲で古典からの引用および説明を試みたように，　「地域的不均等発展の

法則」は，必ずしも必要な論理的媒介理論とは考えられず，かえって生産諸

関係とそれを貫ぬく経済法則および生産諸関係の上にたって，これをつらぬ

く諸法則に基本的に規定されながら，さらに経済的諸法則の貫徹する形態に

一定の影響を及ぼす財政政策とを一義的に結びつけ，この関係を不分明にす

ると考えられるのである。

　農業と工業との，あるいは諸部門間の不均衡発展，大企業の小企業併呑，

駆逐による技術発展を上廻る資本蓄積にもとずく飛躍的発展，停滞と好況と

恐慌との循環する不均等な発展，外国市場をテコとする資本主義国間の飛躍

的不均等発展等，資本制生産のこの特徴的な発展態容は，剰余価値の生産

（その資本家的表象たる最大限利潤の追求）にねざすが故に，資本制生産の

「無条件的法則」となるのである。

　資本は，このような過程を通じ，私的個別分散的資本から社会的一株式
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの
会社資本へと、さらに，株式会社資本の連合ないし結合した資本，したがっ

て資本の枠内での共同社会的資本一独占資本へと発展する。

　このような社会経済構造の変化を反映して国家は総資本の代表から特定資

本連合すなわち総独占資本の代表へとその機能を発展させ，その経済的力能

は，独占資本にとっての共同社会的生産を代行することによって，また「共

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くカ
同社会的」生産諸条件を管理，運営することによって決定的なものとなる。

　このような意味において、「現代の地域開発政策の特徴は，前節でも述べ

たように，第一に，現代帝国主義下のあらゆる地域開発であること，第二

に，公共投資（社会的間接資本）も民間資本もふくめて高度の投資効率を実現

　　　　　　　　　　　　ゆ
しようとする投資戦略である」ということが出来るものと考えられる。

　したがって，公共投資は，社会的間接資本のみではなく，国際競争，不況

の激化あるいは独占資本主義に不可分に随伴する政治的危機という条件のも
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とでは，基幹的1；1：業部門の株式会社　　社会資本を財政資金の投融資の対象

としてテコ入．h　a一るにとどまらず，その私的所有という本質を廃絶すること

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コいなく，所有形態の社会的特徴を「間接的社会的所有」　　国有に転換させる。

すなわち総独占資本の実質uicj共有に転化させるのである。

　以上．本節に1弍いては，公共投資の最も現代的な形態たる地域開発をとら

えて，その経済的基礎を資本；1；lj生産の基本的法則から説明し、資本蓄積の発

展を通じ、資本は．個男1」的資本の枠内での「社会化された形態」である株式

会社資木、および国家という上部構造を媒介にいわば社会化の「疎外された

形態」　二国有資本とに発展するものであること，したがって、　マルクスの

Vergesellschaftu119と最近の資本主義におけるSozialisierungとは厳密に区

別しなければならず，Sozialisierungは，その形式においても内容において

も「社会fヒ！ではありえないことを明らかにした。

註G6）K・Marx“Das　kul）ital”Band］［inst．239．邦訳青木幻di版300へ一シ∪

　　　　発展した資イ・主義時代　　一方ては莫大な資本が個々ノ、の手；二集積されて1－S

　　　・1，他方一rc　k個別資本家の他に結合資本家（株∫C会社）a・s・zii（・rt｛・Kal・iωいt

　　　（Aktic・ngvsc．nllSch：Lftt’n）ガ・現われる］

　［7　F・エンゲルスL反テユーリンブ論」邦訳大月版ヘーシ469～173v

　⑧　島蒸彦論文　地』・〔開発の現代的意羨‥・一ジ32。なお同様の見解は次のように

　　簡潔に表現これる1第．・に現在の地域［｝1焼は産業，資本の地域集中・集1▲‘［を川画

　　的に制限するように行なわれていないし制限すること万困籏てあるということて

　　ある．第二に資イくの地域的集中・集積は財政・金融の運動と休系の地域的集中化

　　傾向によって強力に促進されている。第1に，現在の地域開発は国際競争，投資

　　効率を追）｝こする話｜理ニピえられている‘斉藤博論文1地〕∫t開発と地プ∫財政｜ヘー

　　シ6
　19叶D　布目真生箸け茎国川有化産業の研究』

　　　　かかる重要産虐の国｛∫化は危1幾にある英国資本主義の構造的再編成のための

　　もはや不可欠のr段てもあったといわねばならない1（同書ヘージ365）

　　－r2）林栄夫『財政e）’：」

　　　「全額出資の政府関係機関（公社，公庫，特別銀行）のほかに，30年代において

　　明確な基準なしに，新たに公団，事業川，その他特殊法人を乱設しこれらにたい

　　し各種の特別会計から出資したり貸付けたりしてゆくのである」（同口｝ヘージ247）
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2　社会的資本と公企業資本

　前節においては，公共投資の客観的条件を中心に，投資の主体として・）国

家および国家の政策としての公共投資の上台への反作川について考察した。

　木節においては，公共資本あるいは国家資本そのものの性格を中心に考察

をすすめ，公企業資本，公団（資本）等と社会的問才妾資本すなわち擬制さilた

資本との関係を明らかにしたい。

　われわれは，このような方法によ・、て、いわば公企業の必然性を二面的に

解明することになると考える。

　すなわち，一つは，資本の存在形態，企業形態の発展を前節の資本制生産

の発展法則をふまえて把握しようとする方向であり，他は企業存、itlの基礎を

なす物質的生産諸条件ならびにこれを包摂する所有関係の発展を法則的に把

握しようとする方向である。

旧　企業形態論的アプローチ

　資本制社会における企業は，いうまで4、なく，その生産過程の特有の某本

的性格である労働過程と価値増殖過程の．頑的性格に現定される。

　そこで，このような生産様式の発展によって，これに対応する企業形態が

生みだされる。すなわち，独占資本主義は，ヒ述のような資本制生産ゾノ最高

の発展段階として，企業は個別的な限界をこえ，企業結合の種々の形態を生

みだす。このような「資本の枠内二で最も徹底した社会化資本とし二，すな
　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
わち，国家資本として公企業が必要となるという、tfl場がある。

　これに対して［近代社会の本質を階級対立ではなくて，各利害集団の利害

　　　　　　　　　　　ゆの復数的対立であるとみる」、‘ノ：場から，私的企業経済における収取原Jil！V）排

除の形態の発展として，「先ず，公企業は生産r段の私有を排し一：、二iしを

共同社会の所有にすることによって，資本主義的企業過程に1∫ける資イ嫁〔1勺
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支配とその収取制経済性を打1三除する。それは公企業の制度としての消極的側

i面をなしているo

　次に、公企業の積極的側面としては、第一に適正対価主義によって給付と

対価との間の社会的差隔をなくすることによって、近代企業社会に必然的に

伴う労働過程と所有過程との矛盾を止揚することを目的としている。第二に

は，公企業は個人的需要のほかに、社会政策ないし経済政策から要請される

公共需要の充足を目的としている。そして第三には，経済計画性が公企業の

　　　　　　　　　　　　　　　り積極的な社会｛］勺機能をなすのてある」という説もある。この説においては、

「生産］三段の川有化という所有形態の変化によ・）て直ちに社会化企業制度が

成、tllするものてないことは明らかである。公企業がはたして社会化的性格を

もつか、あるいは依然資本・1議日勺環境の産物てしかないかということは，公

企業の社会的機能の評f曲、さらにその組織ないし管理という機能過程の評価

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
から判断されねばたcらない性質のものである」とされながらも，公企業と市

場経済との相．η：イ乍川を通じて，「進化の過程を経た経済体制をなお資本主義

と呼ぶか、あるいは社会主義と呼ぶか，あるいは他の呼称を用いるかはその

　　　　　　　　　　　　　　の
人の趣味と“t：場の問1題でしかない‘というように，前節で述べた非マノしクス

主義的1社会化i論の系列の理論てある。
七1

　後者ノ）理論においては、公企業の成、’tlを↓、って，直ちに「社会化」とはし

ていないか、公有即共同社会的所有とることによづて，資本制国家およびそ

の所有の本質を著しく歪めているといわなければならない。

　さらに、このような企業形態の区分によっては、資イミ制的な企業とネヒ会主

義国のそれとの科学的区別は不明とならざるをえない。社会的生産の歴史的

区別についての客観的．JIWIを欠いた理論といわなけれぽならない。

　次に、われわれは，資本制生産における公企業資本を国家（独占）資本とす

る兄解について検討しな1ナればならないo

　前掲三現代企業形態論』においては公企業プロパーの問題として，まとま

った論述がないため，これについては詳論を避け，ただ，公企業資本を国家
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資本とする観点においては私的所有，私的経営資本に対する株式投資という

いわゆる混合企業についても公企業形態とせざるをえず，株式会社における

社会的資本という性格と国家資本として「疎外された社会的資本」と重複し

た規定を如何に処理するか一つの問題であろう。そして，さらに，この場合

少数株式の参加のように，株式資本ではあっても，実質的に経営管理から離

している国家資本の場合においては，資本は一種の擬制であって，むしろ収

益的行政あるいは補助行政として把握する方がより妥当ではなかろうかと考
　　　　くの
えられる。

　しかし，これらの諸論点に立入った考察することは他日を期さなければな

らない。

　そこで，項をあらため，次にやはり，公共投資（広義の）および公企業投資

を国家独占資本主義の本質的特徴とみなし，資本制生産の物質的・素材的側

面および所有関係の側面の統一的発展として考察しようとする諸見解につい

て検討することとしたい。

註（1）公企業（Naiionalizcd　Enterprise，　Offentlich　Unternehm皿9）はそもそも如何

　　　に定義されるか。この定義の仕方によって具体的に考察する場合の対象範囲が異

　　　ってくる。拙稿「公共企業体論に関する諸問題」　（昭和同人会調査研究月報第13

　　　巻第10号掲載において附言したように，行政学的には公共事業全体をも公企業の

　　　概念にふくめ，企業という形態規定を重視する経営学においても公的所有，公的

　　　支配公的重体説等によって，いわゆる混合企業をも公企業とすることが可能であ

　　　る。本稿ではとりあえず狭い意味での公企業すなわち，公的所有企業のうち非財

　　　政的経営体を公企業あるいは公企業資本とし，これと，企業としての，Going

　　　conc㎝としての継続性，反復性をもたない公的資本を社会的に擬制された資本

　　　として「社会的間接資本」としておく。

　　｛2）上林，井上他著『現代企業形態論』。大塚久雄著『株式会社発生史論』上巻ペ

　　　ージ22。寺尾晃洋著『独立採算論』山本政一『国有企業経営論』参照。

　　〈3）占部都美著『公経営管理』ページ52～53。占部教授はこのような公企業の積極

　　　的な機能に対する反論を予想して「公企業の発達は市場経済自体を止場しない意

　　　味で，それは資本主義の経済秩序を止揚するものではない。しかし，それ故に，

　　　公企業が資本主義の環境の中に成立するかぎり，公企業の性格は資本主義的に決
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　定づけられるとすることは，あまりに公式的解釈である」として「このような公

　企業の社会的機能が無機能化している公企業は殆んどその制度的意義を喪失して

　いるとみなければならない．］（同日ヘーン81）

（4）同上　ページ　82～83。

（5）藤田進著『基幹産業社会化の動向』「社会化（soZialisiernug一引用者注）は：Flq

　有化」（Nationalization，　Vers．　taatlichung（・〔1．　Nationaliskrung）と1）く別される　…

　『社会化』は生産手段の公行をめざしているけれども，1n式の目標は何よ’）1．1

　ず産業を資本家独裁から解放して，これを民主化することである1（同，1｝ヘーン

　6）

（5）一②　M．Heineman，“The　Cumpaign　for　Natiunalizatlon”，1959，（邦沢合同新，1』

　　『現代資本主義と国有化』）「国イf化を・斐持する圧倒的な論拠は依然として，産

　業の主要な管制高地が社会主義川家によって統制されたときのみ，人民の必要を

　みたすために生産を全体として計画化することが出来るということである　破産

　に瀕しているとう理由からにせよ，個人社会に奉仕するために必要な公益事業だ

　からという理由によるにせよ，ひとにぎりの産業を国有化するだけでは，このよ

　うな可能性はないし，したがってこうした国有化は範囲だけではなく性格の点で

　も右にのべたものとは異なっている1（同1［｝ヘージ157）この点については前出，

　都留屯人教授の総括的見解「資本主義を変える道」を参照されたい、

｛6）現代資本主義財政の経済〔内機能は，それ白体として国家独占資本主義的｛生格を

　もつとしても，最近における川有企業経営と民間資本への融資，補助とは明確に

　区別すべきである、前者は「川家の生産関係化［などと誤って認識されるように

　最近の資本主義の最も特徴的な‘1橡であ・），後者（収益的行政あるいは受益者負

　担を伴なう補助行政）は，最近特にその対象について重大な変化をましたとはい

　え，資本制生産，殊に，イギリス以外の後発資本制旧家においてはその発足以米

　多かれ少かれ継続している財政機能てある，

　　なお，川家資金による株式会社資本への参加は，資本集中の最高の発展形態で

　あるとともに，いわゆる社会的資本の一一つの存在形態であって，この点，二ついて

　は次節で検討するが，li：1家の性格如1小二よっては，剰余価値あるいは5sl！tfi利潤の

　規制に一・一定の役割を果しうるという説も生じうることを指摘してlsく

r2）生産手段の間接的共同所有

　　としての公企業の必然性

公企業資本投資をも含めて広い意味における公共投資を資本制生産の物質
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的、素材的側面および所有関係の側面の両面から休系ll勺に解明しようとする

　　　　　　　　　　い
公共投資研究グ・し一プの解明のなかから、「公共支出をすべて，不生産的労

働の産物として考える乱暴な議論がマルクス経済学を支配」し，「政治的判

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しり
断が先行していた」マルクスの国家に関する「不明」を克服する目的の大著

「社会資本論．Zを中心・に，これを手掛りとして考察をすすめることとする。

　まず，宮本氏の見解を新箸を中心に説明するまえに，旧論文との関連を説

1リjし　な：li・牙し：よrs．　ら｝なL　、　O

　宮本氏は新著ぽのなかて，1社会的一般的労働手段1という概念によって，

いわゆる社会資本および社会的間接資本を整理したとしているのであるか，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぱエ
旧論文におけるi社会的間接資本（社会資本と以下略す）」といわれているとこ

ろのいわゆる社会資本と社会的間接的資本との直接的同一視は，新筈におい

て］、、変更されていないとい‘）こと、および，「社会資本といわれているも

のから，その根幹をなす公有生産手段と公有消費手段をとりあげ，それらと

　　　　　　　　　　　の
民間資本の関係を追求する」といわれる場合，社会的とは，明らかに公有と

いう意味てあり，新著においても，一応明確に社会的とは「社会化された所

有にまかされた労働手段（生nj　r：段）または資本である。たとえば，マルクス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヒらハ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ
は……会社資本・一社会資本というようによんでいる］とされなから、「社
コ　　コ　　　　　　　　　　　　　ロ　　コ　　の　　　　　　くめ

会的生産手段が資本化しても」とか，後述するように［一般的労働r一段が固

定資本に転化しにくく，社会的に所有（とくに公li化）されやすい条件はどこ

にあるのか、一般的労働手段が社会fl勺所有による祉会的労働壬段となるのば
　　　にり

なぜか1というように，氏の論理の中心となる部面において，社会的は，ge－

sellschaftlichな所有ではなく，これと全く対立する公有となっているのであ
∫〕

／JO

　以．ヒ、二点は，われわれはすでに度々指摘したところてあるが，氏の理論

にt・si、・てし市大な問題となると考えられるのであらかじめ指摘した。

　ところで、氏の理論の大要を説明する順序であるが，氏は，まず考察を資

本制生産の物質的素材的部面かbおこなう。
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　すなわち、　・一般的労働手段とは、労働過程がおこなわれるための共同社

会的一般的諸条件であって，対象的条件をもち，直接には労働過程にはいり

こまない。しかし労働過程はそれなしには全くおこなわれないか，または不

　　　　　　　　　　　くめ
完全にしかtsこなわれない」。ついで，価値増殖過程によって，第二次的規

定をうける、すなわち，一般的労働手段は，資本となることなしに，　「資本

　　　　　　　　　　　　　くの
の一般的共同社会的条件である」と。

　そして、先にわれわれが指摘したようにこのような一般的労働壬段が，

［社会的に所有〔とくに公行）」された場合、　r社会的一段的労働手段！とい

う規定をう1’1‥ることになるのてある。

　氏によ○．・社会的に所有吐くに公栢されやすい条件」を要約すると次の

ようにな’：一

　それ，k－、；にしていえば．［労働過程一一価値増殖過程にお：ナる特殊な性

格および政治的性格1ということになるが，場所的固定性、価値移転の特殊

性、社会的空費，ワンセット的性格，不生産的性格と不可分であることおよ

び軍事的性格、　‘以ビ6つの主要な性格から一般的労働r一段の多くの部分が

私有さ｝1がたく，社会的所有とくに公有される必然性をもつのである1と。

　以ヒは一’般的な規）亡てあつて，氏においては、第二段とLて独占資本主義

にFs：i←る、株式会社化がち察さ．iしる。

　すバカち、株式会社一一　社会資本の発展によって、上述の社会的…般的労

働r一段、よ再ひ私有化一一社会化される。すなわち，「独占段階にはいる訊・

なや，社会的労働手段は資本化し、資本主義企業によって経営されるように

なったっまた、社会的消費手段すら4．が資本主義企業によって生産され，商

品として売買されるようになった。　「社会資本論」の登場はまさに，資本主

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しり
義の最高のそして最後の段階を象するものである」と。

　わ」し｝れは、これまで，社会化は，一方では、株式資本化てあり，他方で

は公有化てあると，氏によって教えられてきた。ここに至って，社会資本論

は、文字通り，株式資本化であると再確認しなければならない。
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　しからば，氏におけるもう一方の社会化すなわち公有化は理論的矛盾と考

えられはしないだろうか。

　このような疑問に対し，氏は，理論的矛盾ではなく，「国家独占資本主義

段階では，資本の社会化はいっそう貫徹した。そして，国家そのものが資本

主義企業化したのである」，このため，公共事業が公共料金や受益者負担で

まかなわれる傾向をもつ公共投資に変質し，企業の国有化がすすんでいると

述べているのである。

　以上によって，一応宮本氏の論旨は矛盾なく説明された。

　ここでもう一度，宮本氏の見解を要約してみよう。

　宮本説は，社会？f本一社会的間接資本という立場，および社会資本は国

有生産手段が基幹であるため，国家は生産的でありうるという観点から，二

つの主張をされる。

　その第一は，（イ）社会的間接資本（資本の一般的生産条件）が社会化される

（Ve・ge・ellschaftung），（P）国有基幹産業（企業）の株式会社資本化（V・・ge・．　e11－

・chat　ftLing）による株式資本化一社会化論。

　第二は，独占あるいは国家独占資本主義の特徴としての「国家そのものの

株式資本化」，すなわち．（イ）「一般的生産諸条件」の国家資本への発展こそ

公共r七業への公共投資への発展であるとする主張，（ロ）特別会計．1司有会社等

の収益化，公企業化，である。

　以上のように，（イ）は主として，いわゆる社会資本に関するものであり，回

は島教授の指摘する基幹産業に係る主張であり，この二者を直接に同一視し

ている。

　しかしながら、このような宮本氏の論旨は社会資本の基幹をなすものは公

的生産手段てあり，それが故に，国家支出［k－一概に不生産的支出としてしり

ぞけることは出来ないという主張とは全く逆に，国家はますます，株式会社

に国有の生産部面をゆづりわたし，ますます不生産的あるいは消費手段部面

にとじこめられることになりはしないだろうか。何故なら，このようなr社
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会化論」に立つならば公共支出は，公企業支出を除き，資本，ことに結合資

本にとっての共同社会的条件に支出されるのであって，国家資本，あるいは

公共資本は全くの擬制ということにならざるをえないからである。二のよう

な結論は，おそらく氏が立論の一つの根拠としたであろう，F・エンゲルス

の「株式会社にみられるような社会化の形態」を論ずる理論とするどく対立

することになる。エンゲルスは，資本家の結合された形態としての「集中化

された社会化」さらには，「資本主義社会の公：ナの代表である同家が生産の

管理をひきうける必要がある」ことを述べるとともに，「それは，社会化さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロの
れた大規模な生産手段の国有化をますますおしすすめる」と述べているので

ある。

　それからまた，このような宮本氏の論理的帰結は，現実とも宮しく異なる
　　ロカ

ことも明らかである。

　次に指摘しなければならない点は，上述の事実との矛盾を回避するために，

国家の企業化という理論を導入している点てある。

　国家財政に収益的，企業的要素が導入されるということは，エンデ・レスも

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　け
指摘するように国家そのものの性格を改変させるものではありえないし，し

たがって，国家が企業化することとはならない。国家が企業1ヒするという氏

の主張は，国家が，⊥台における変化すなわち，1川別分散的㌘［本から社会的

資本へ，さらに結合した社会資本あるいは集中化された社会資イミへの発展す

るのに照応して，国家が，公けの代表者としての形式をとりながらも、総資

本および総独占資本の代表として機能するという‘恒豪に関して．おそらくは

　　　　　　　　　　　　エの旧論文に記されているように，「生産関係の社会化1論を批判するため，擬

制的に主張されたものと考えることが妥’f・1てちろう。

　エンゲルスの［社会化論」は，これまで、わ．1しわれが指摘してきたように

産業の国有が，資木制生産の資本の‡？内の最高の，不可避の発展段陪だとは

主張していないが，産業の国有は．碓実に社会発展の一歩前進てあることを

確認し，生産手段の直接的な社会的所有、すなわち，生産手段の私有の1究止
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に対して，間接的な共同占有，疎外された社会的所有であることを推論せし
　　　　　　　ゆロ
めるものである。

　このように見てくると，宮本氏の「社会資本化」論は，それが「擬制」で

あるとしても国有資本を「社会資本」とし，他方では，株式資本を「社会資

本」とする。この限りにおいて，「労働過程の対象的諸条件の一部が共同的・

社会的に利用される」からといって「社会的労働手段と名づけるのは範疇規

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロカ
定を混乱させるおそれがあるので不適当である」という批判と同様に「国家

機能の一部に株式資本的な収益原則があるからといって，社会資本と名づけ

るのは範晴規定を混乱させるおそれがある」と云いかえることが出来よう。

　宮本氏の社会資本論（国有一般的労働手段）は大部分，いわゆる「社会的間、

接資本」すなわち，独占ないし国家独占資本における国家が，その共同一

結合資本費用を「社会」に代替するという意味において社会的であって，擬

制的でない国有資本（その典型は公企業である）は解明されえないと考えられ

る。

註（1）公共投資研究グループとは宮本憲一助教授の文章からとったもので島恭彦教授

　　　を中心とするグループということであるが本稿では島恭彦論文「所得倍増計画と

　　公共投資」（経済論叢第86巻第5号第87巻第2号宮本憲一論文「社会資本論批判」

　　←）C：）（『経済論集』第一号『法文学部論集』1962，10）同著『社会資本論』池上惇

　　論文「社会的労働手段と公共投資」（『経済論叢』第90巻第6号）斉藤博論文「い

　　わゆる社会的資本と「社会的労働手段」に関する覚え書き」（『政経論叢』第13巻

　　　第4号）を念頭においている。筆老が以上の論者をグループとする当面の意義は，

　　　いつれも公共投資の増大の理論化を課題とし「社会的間接資本」中心の考察をお

　　　こなっているのであるが，既に「社会資本」の概念については，島恭彦教授が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　キイインダストリ　
　　　「本来生産力の社会化によって出現してきた社会総資本的企業＝基本産業とい

　　　う意では，（A）（B）に属する民間および政府企業が社会資本と呼ぶにふさわしいだろ・

　　　う。しかし「倍増計画」は社会的間接資本＝社会的オーバヘッドコストの意味で

　　（B）　（C｝を「社会資本」と呼んでいるようである」（前掲「所得倍増計画と公共投

　　資」第87巻第2号ページ27）と指摘しているように，いわゆる社会資本には基本

　　産業という意味が含まれているのであって，この基本ないし基幹産業の公有化＝

　　公企業化の理論こそが，社会資本論と呼ぶにふさわしいと筆者は考えているから
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　てある。

’2）宮本憲一著lf召二会資本論、l」・・一ン385。

③　宮本前掲論文日　ヘーノ　58，

（・1）　同前⇔　ヘーン　218こ

（5）前掲著書　ベーシ　12、

c．6）　1司前　　ペーシ　76。

［．7）割氏と同様に，池［：氏の前述論文においても独占段階以陥，こ，・’）（9’ii∫1j　c．い

　わゆる社会資本の建設と運営を国家のr・からひきはなして私的Yi　4〈の［［山な運動

　にゆだねる一引用右注）を逆転iせて，産業国有化，財政支出公共投資などのか

　たちで，川家が再び社会資本の建設と運営にのりだした」（前掲ヘーシ20）とい

　うように，社会資本は国有，川営と一致することになり，また斉藤氏の場合はさ

　らに明碓二「公的労働手段：（前｝ぢヘージ4）として，社会的即公的という理解

　を示して1．・るJ

16）同前　ヘージ　13，この一般的労働手段に関する説明は，前掲池L論文におい

　てはこれを［社会的労働手段1とし，その特徴として「労働過程に対する間接的

　貞献　をあげている。

｛9）　　’宮イこ　　一＼一ン　　15。

．101宮本氏同前ページ16～24，この公有されやすい条件に対して，　ll述の池．L氏は

　　資本制生産のもとでは，技術の急速な進歩が社会的浪費と不可分に結合してい

　るところから，資本の急速な蓄積が進行すればするほど，社会的浪費が拡人再生

　産きれ…私的資本の利潤の源泉として私的投資の対象とされ難くなるということ

　である‘（同へ一ジ28）と述べて・．・るttこれに対して，斉藤氏は批’【三lj的であt〕，

　これを「危機が醸成されるかぎ1），政治的，国家的解決が必然化する1（同前べ

　一・10）と独占および国家独占の段【；皆での国家の下渉およびr社会化‘の化展に

　求めている。

111）宮木氏前掲II｝　ヘーシ　126～127。

〔12）F，エンゲルス『反デユーリンク論」前掲邦訳へ一ジ　470～473。

ll3｝．．・わゆる社会資本一二社会的IN接資イこが，ますます株式資本化するという宮イ＼氏

　の1三張に対し，E述の池1”．斉藤両而文は，それぞれ公共投資の基本的性格を明

　らかにしつつ，こ力と全く反対の結諭とt．c．っていることは当然であるか興味深い

　問題である。

1．14）F．エンゲルス．反デユーリンク論；「ベルギー国家は主要鉄道をn分の．f”で建

　設したか，それはごくありふれた政治的川由力・らであった」（前掲へ一ン471）と

　いうようにたんなる政治的財政的理川’での改善によって，国家の1占づ＼的性格．J）改
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　変はありえない

（15［宮本論文⇔　ヘーシ　228、

’16‘公共事業の国家からの分離，資イミによる経営という傾向については，宮1：！k　1，

　引用しておられるグルンドリツセに，［公共市業ノ）川家からの分離とそれの資本

　自休によっていとなまれる市業領域へ‘ノ）移行とlk，現実のJW［，」“．；かとの程度kで

　資イこの形態で構成されるようになっているかを示している　（邦訳ベー　・：　’467）と

　述べ，一見，エンゲルー／・の大現と対．、i’：し宮本1Cの見解をIE当化しているようにみ

　える　マルクスの去現にば，この他にも，周知の　生産r段の集中と労働の社会

　化とは，それらの資イ＼的制外被とは、lfl，」和しえなくなる一点まで到達する！CD（ヒs

　Kap｝tal”Band　L　1．　SO3）あるいは　株式会kbrtxt一高の完成形態（」1ミ産主義に移る

　べき）として」（185S年1月2日．マノレクスからエンゲルスへの∫三紙邦沢r資木

　論に関する手紙」法政川版［港ベーシ85）というように，資本制的私的所イiの形

　態の変化発展を指摘しでL・る

　　しかし，これは先のエンゲルスの叙述と対立するi。のではなく，本文で述べた

　ように，所イ∫の形態の発展としては，生産丁段の占抗二もとつく，したがって，

　この意味で資本家的私的所fiそのものには変化はないが，労働過程の協業形態，

　i科学の意識的な技fllii的応用1「土地のll’　1’画的な利用「「」胴的にの．女使1｛1される

　労働手段」という社会的共同的Llif∫か発展し他方エンゲルスでは，川援的社会的

　共同占有が発展していることを強調していると弓えられるのである、

　　なお資本集中の企業形態として株式資木が最高の発達形態であるニヒについて

　は，既に戦llilに［資本1論』をふ撒えた人塚久雄著『14試会社発生史論□：，下巻

　特，上巻ページ20～24は鋭い理倫的見地を示している

（17）斉藤博前掲論文ヘージ10～11、

むすびにかえて

　以．ヒ，われわれは，地域川発にお1・yる公共投資を中心に、基幹産業一・．一一株

式会社資本の国有化，公右化・　公企業化の必然性を、その八礎的概念の再

検討を通じて考察してきた、，

　それによって，株式企業資本は，生産面に．おいては，生産の社会的性格の

最も発展した形態に照応する集団的生｝’i三形態であり，所有面においては、所
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有者の共同的社会的性格をもち，この意味て私的所有のなかでの最も発達し

た社会的領有形態であることを明らかにした。

　これに対して，公有あるいは国有は、Eと同様に，ノ｛三産面においては，そ

の社会的性格に合致した集団的形態てあるが，所有面においては，国家とい
ω

う権力によ’、て媒介された間接的社会的形態であって，この間接性は，国家

の性格したが・、て．それを支える社会の経済的構造によって，決定的に影響

され、したが・，て、権力が労働者階級に握られている社会主義国における公

有・国有と資本主義国におけるそれとは勿論決定的な相異が存在するという

　　　　　　　　くの
ことばかりてなく，資本主義国家においても，国有の諸条件如f可によって決

定的ともいえる差異を生みだす根拠となるものであることを明らかにした。

　資本制生産の「社会化」の過程で，さらに発展した国有・公有化の必然性

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ
を解明するという課題は他nを期さなければならないが，以ヒの検討によっ

て、社会的経済構造の発展法則を理論的テコとして、「社会化資本」の必然

性を解明しようとする諸見解は，ヒ述の「社会化」の概念を不明確にするこ

とによ”て、本来、人民ないし国民の対極をなす国家あるいは公共団体を直

接的に同一視し，国家　　公共的という理論に道を拓くことになると．ちえら

れる。
パーrLlツケ・セケター　　 ブヲ｛べ一ト・セク9一

　そして、二のような理論と公企業を公共部門とし，民間部門との調和
　　　　　　　　ゑト
的発展を説くものとは、決定的な差異を見いだし難くなるのではないかと考

えられるのである。

註山　馬場克三箸．fl刷」資本と経営技術M．一一ジ116。ここでの間接は教授の　疎外

　　　さbたる形態　と同じ．

　　i2）ll体政一著『li’．i　ts企業経営愉」へ一ジ35～36∪寺尾晃洋箸1独立採獺1［］批1：ilj

・N一ジ33，～37一

　　i3）個別資本としての公企業の必然性については，本稿では．殆んど述べることが

　　　出来なかった、この点については，注山に掲げた，二箸は．大きな示唆を∬者に

　　与えたものであるが，その内客は殆んど，本稿に反映させることが出来なかった。

　　樹　例えばわ〃国でぱ加藤寛編「公企業の経済学』をあげることが出来る．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（、了）


